
教育標準時間 保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間

(１) (２) (１) (２) (１) (２)

第

３

子

以

降

は

無

料

同

時

入

所

の

２

人

目

は

（
）

内

の

額

、

３

人

目

以

降

は

無

料

第

２

子

は

（
）

内

の

額

、

第

３

子

以

降

は

無

料

令和６年８月まで　山口市へき地保育所利用者負担額表　≪阿東地区の園のみ≫

階層階層階層階層 定義定義定義定義

副食費徴収免除対象　・・・・　利用者負担額（月額）円

１１１１号認定号認定号認定号認定 ２２２２号認定号認定号認定号認定　　　　・・・・　　　　３３３３号認定号認定号認定号認定

（（（（３３３３～～～～５５５５歳児歳児歳児歳児）））） （（（（００００～～～～２２２２歳児歳児歳児歳児））））

副食費

母子世帯等、在宅障が

い児（者）のいる世帯

Ｂ２
その他の世帯

Ｃ１

市民税課税世帯

（均等割のみ課税）

副食費

Ａ

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含

む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律による支援支給受

給世帯

　

　

　

　

　

　

き

ょ

う

だ

い

順

に

関

わ

ら

ず

徴

収

免

除

幼

児

教

育

・

保

育

の

無

償

化

に

よ

り

無

料

　

　

　

　

　

　

き

ょ

う

だ

い

順

に

関

わ

ら

ず

徴

収

免

除

母子世帯等、在宅障が

い児（者）のいる世帯

母子世帯等、在宅障が

い児（者）のいる世帯

Ｄ３

４８,６００円以上

５７,７００円未満

母子世帯等、在宅障が

い児（者）のいる世帯

Ｄ６
その他の世帯

同

時

入

所

の

３

人

目

以

降

は

徴

収

免

除

第

３

子

以

降

は

徴

収

免

除

Ｄ９

９７,０００円以上

１６９,０００円未満

4,200

(0)

4,200

(0)

Ｄ４
その他の世帯

14,000

(7,000)

14,000

(7,000)

4,200

(0)

4,200

(0)

Ｄ２
その他の世帯

10,000

(5,000)

10,000

(5,000)

幼

児

教

育

・

保

育

の

無

償

化

に

よ

り

無

料

幼児教育・保育の

無償化により無料
Ｂ１

市民税非課税世帯

16,000

(8,000)

Ｄ８

８５,２００円以上

９７,０００円未満

19,000

(9,500)

19,000

(9,500)

(

1

)

の

軽

減

に

加

え

、

第

３

子

以

降

は

半

額

25,000

(12,500)

43,000

(21,500)

3,400

(0)

3,400

(0)

Ｃ２
その他の世帯

8,000

(4,000)

8,000

(4,000)

Ｄ１

市

民

税

所

得

割

額

４８,６００円未満

幼

児

教

育

・

保

育

の

無

償

化

に

よ

り

無

料

4,200

(0)

14,000

(7,000)

14,000

(7,000)

Ｄ７

７７,２００円以上

８５,２００円未満

小

学

３

年

生

ま

で

の

兄

姉

を

含

め

て

３

人

目

以

降

は

徴

収

免

除

Ｄ５

５７,７００円以上

７７,２００円未満

母子世帯等、在宅障が

い児（者）のいる世帯

4,200

(0)

16,000

(8,000)

Ｄ１２

３０１,０００円以上

３９７,０００円未満

43,000

(21,500)

Ｄ１３
３９７,０００円以上

50,000

(25,000)

50,000

(25,000)

25,000

(12,500)

Ｄ１０

１６９,０００円以上

２１１,３００円未満

29,000

(14,500)

29,000

(14,500)

Ｄ１１

２１１,３００円以上

３０１,０００円未満

36,000

(18,000)

36,000

(18,000)

※７　１号・２号認定の利用者負担額には給食費は含まれません。３号認定利用者負担額には給食費を含みます。

※８　この利用者負担額のほか、利用する施設・事業により教材費や行事費などの実費徴収費が必要な場合があります。

※９　「延長利用者負担額」及び通常保育時間内であっても保育短時間を越えて利用する場合の「短時間延長利用者負担額」は無償化の対象ではありません。

(１) 　国の軽減制度の説明です。なお、同時入所には幼稚園や企業主導型保育事業等を利用している場合も含めます。

(２)　 県及び市の軽減制度の説明です。なお、この制度は、(１)の国の軽減制度に加えて軽減を適用します。

※１　年齢は令和６年４月１日現在になります。

※２　４月分～８月分の利用者負担額は令和５年度の市民税額により決定されます。９月分～翌年３月分の利用者負担額は令和６年度の市民税額により決定されます。

※４　市民税額を計算する際、調整控除以外の税額控除（配当控除、住宅借入金等特別控除等）は適用されません。

※５　税源移譲が行われた指定都市において市民税が課税されている場合、税源移譲前の旧税率で計算した市民税額を使用します。

※６　こどもの父母の市民税額の合計のほか、父母の収入により同居の祖父母など父母以外の市民税額を合計する場合があります。

※３　令和６年９月以降、同一生計内における０～２歳児の第２子以降の利用者負担額は無料になります。


